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Ⅰ まえがき
専修大学院法務研究科は，中央大学大学院法務研究科と鹿児島大学大学院司法政
策研究所と共に，平成１６年度「法科大学院専門職大学形成支援プログラム（教育高
度化推進プログラム）」として，「知的財産に関する先端的映像教材の開発」を申請
し，同プログラムは文部科学省から採択された。本判例評釈者（矢澤）は，このプ
ロジェクトの参画者であり，国際紛争グループの推進責任者である。
国際紛争グループでは，特にわが国の企業に関連する具体的な国際的な紛争事例
を基礎として，知的財産権の様々な法律問題の実践的解決の方策を取り上げること
にした。本判例は，EU諸国において生じている商標権侵害に基づく損害賠償・差
止請求事件のうち，フランス国の大審裁判所で下された判例の紹介を試みるもので
ある。昨今においても，EU諸国では，知的財産権に対する侵害行為が多発してお
り，各国がモグラ叩き状態でそれらの行為に対応せざるをえなかった。そこで，そ
の一例として，われわれは，わが国のサンリオ株式会社のHELLO KITTYの商標
に関する判例を取り上げることにより，フランス国裁判所における知的財産権，こ
こでは商標権に対する侵害行為とその対応の実態を紹介せんとするものである。
実を言えば，本稿で紹介する判決（以下，「第１事件」という）から二ヶ月余後
の２００２年５月７日にも，第１事件の被告と同一の住所を有する SAKURA有限責任
会社に対して，同裁判所は，侵害行為を認定し，損害賠償責任を問う判決を下した
（以下，「第２事件」という）。EUのいずこの国々でも手をこまねいてきた知的財
産権に対する飽くなきこのような侵害行為の連鎖に対して，いかに対処すべきかが
各国の今後の重要な課題の一つであるといえるのである。
本紹介では，第１事件と第２事件は，内容はほぼ類似しているので，補助参加人
が関与した第１事件だけを訳出した。第１事件の判決の事実の概要と判旨を示した
―パリ大審裁判所第３部第３係，２００２年３月５日判決―
判例研究
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後で，EU議会と評議会における知的財産権侵害に対する履行確保のための具体的
な対応の例を紹介する。
［ ］は，紹介者の追加的説明である。また，【 】の前の番号は，訳者が便宜
的に附したものである。
Ⅱ 事案の概要
パリ大審裁判所第３部第３係（２００２年３月５日判決）
R. G.：００／１５８６６，正本番号：３
１ 当事者
原 告
サンリオ株式会社（以下，「SANRIO」という）
〒１４１―８６０３日本国東京都品川区大崎１丁目６番１号
原告訴訟代理人
Michele LESAGE CATEL LEGRAND
パリ弁護士会所属，代訴人弁護士，Ａ５１６
任意参加人
サンリオ有限責任会社（以下，「SANRIO GmbH」という）
CODE-CEDEX 22525 ドイツ国ハンブルグ市クローンザールスウェーグ，２５
任意参加人訴訟代理人
Michele LESAGE CATEL LEGRAND
パリ弁護士会所属，代訴人弁護士，Ａ５１６
被 告
S. A. R. L. (Société à Responsabilité limitée) TAI YOU VIDEO LASER
有限責任会社（以下，「TAI 社」という）
CODE- CEDEX 75013 フランス国パリ市イヴリー通，４４
被告訴訟代理人
Jean-Alain MICHEL
パリ弁護士会所属，代訴人弁護士，Ｄ３７１
被 告
SILLY GIFTS BV会社（以下，「SILLY社」という）
オランダ国 ZT DEVENTER Sotingen 通，8 CODE-CEDEX 7421
132 専修ロージャーナル 創刊号２００６．２
欠席
被 告
TREASURE MARK TRADING会社（以下，「MARK社」という）
中国，香港，Sheung Tseun Kori Sheung 通 Yeuen Long G/7 509
欠席
被 告
S. A. R. L. PIU（以下，「PIU社という」
CODE-CEDEX 75004 フランス国パリ市ラ・ヴェルリ通，７７
被告訴訟代理人
Jacqueline NEGRO
パリ弁護士会所属，代訴人弁護士，Ｃ０５４０
被 告
S. A. R. L. JULIEN BRUNOIS（以下，「JULIEN社」という）
CODE-CEDEX 75002 フランス国パリ市チクトンヌ通，５６
被告訴訟代理人
Bruno MATHIEU
パリ弁護士会所属，代訴人弁護士，Ｃ１７３２
２ 裁判所の構成
大審裁判所副所長 BELFORT（ベルフォール）
裁判官 TAPIN（タパン）
裁判官 RICHARD（リシャール）
書記官 Catherine MAIN（マン）
３ 弁論
受命報告裁判官であるBELFORT裁判官は，同裁判官の面前で，２００１年１０月２６
日の期日に，公開でなされた法廷において，訴訟代理人弁護士からの異議なしに，
単独で弁論期日を設定し，当事者を審尋した後で，新民事訴訟法典第７８６条の規定
にしたがい，裁判所にその報告をした。
４ 判決
公判廷において，対審とみなされ，かつ，第一審判決として宣告された。
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５ 事実と申立て
SANRIOは，幾つかの商標権の所有権者である。特に，
第１６類［紙，紙製品及び事務用品］商品を指定するために，１９８４年９月１９日，
№１２８４３０９で登録され，１９９４年７月２８日に更新された半図形のHELLO KITTYの
フランス法上の商標権，特に，第１６類と１８類の商品を指定するために，１９９６年４月
１日に寄託され，EM［ヨーロッパ商標権］№１０３７２１の下で登録された半図形の
HELLO KITTYの共同体法上の商標権。
これらの商標権は，HELLO KITTYの名称と１匹の小さな猫の図形により特徴
づけられる。
２００１年９月２１日の申立書により，SANRIOは，TAI 社，PIU社，JULIEN社な
らびにTREASURE社を自社が有する商標権の侵害および損害賠償を求めて召喚
した。
２００１年９月２８日付申立書の文言によれば，SANRIOおよび任意参加人である
SANRIO GmbHは，裁判所に，以下の請求をする。
被告らは，HELLO KITTYの名称を有する，または，名称のない小さな猫の図
形を具有する子供向けの物品もしくは携帯電話のカバー・ケースを販売に供し，ま
た，販売することにより，SANRIOに帰属する商標権の侵害行為，また，SANRIO
GmbHを害する不正競争行為につき責任があると判決すること。
罰金強制金の下で，これらの不法な行為の継続を禁止すること。
罰金強制金の下で，係争中の商品に引渡と廃棄を命ずること。
このように命ぜられた罰金強制金額の確定を保留すること。
侵害の評価のための鑑定人を指名すること，および，その鑑定人による評価後，
評価されるべきそれらの侵害の最終的な賠償額について，被告らに内金で２０万フラ
ンの仮の賠償金を連帯して各自支払うよう命ずること。
新民事訴訟法典第７００条を適用して，被告らに５万フランを連帯して各自支払う
よう命ずること。
かつ，仮執行と下さるべき判決の公表も付加して。
２０００年１２月７日，BRUNOIS 社は，商品の供給者である SILLY社に求償を求め
て召喚した。
６ 防御の理由
PIU社は，以下のとおり主張する。
134 専修ロージャーナル 創刊号２００６．２
同社は，繊維とアイディア商品の小売営業を行っている。また，同社は，２０００年
４月３日まで SANRIOにより製造されていた商品をTAI 社から特に提供されてい
たこと。同社は，かようにして，２０００年４月と６月に供給品を１，４４４フランで入手
した。
PIU社は，これらの商品には，「HELLO KITTY, SANRIO Ltd, JAPAN」の記載
があり，HELLO KITTYの商標がその送り状に記載されていたので，真正であっ
たと主張した。
PIU社は，自ら同社に売却された商品の真正さを審査するいかなる手段も有しな
いので，TAI 社だけが責任を有する。
TAI 社により販売された侵害物品だけから生ずる損害は，取引の非常に短い期
間，取引の限定された範囲ならびに SANRIO商品の価格の低下の不存在を考慮す
るならば，存在しない。
指名された鑑定人は，SANRIOの蒙った損害について被告らの各自の負担額を
決定する責務を有すべき者であるので，鑑定人の費用は，原告の負担とされうるに
すぎない。
また，PIU社は，請求の棄却と新民事訴訟法典第７００条を適用して，１万フラン
の支払いを求める。
JULIEN社は，以下のとおり主張する。
JULIEN社は，アイディア商品の小売りをなす２つの店舗を営業している。
１９９９年９月１５日以来，JULIEN社は，SANRIOがもはや商品を供給しないので，
SANRIOの真正商品を販売することができない。
JULIEN社は，オランダの SILLY社に接近し，図案化された猫を表現する携帯
用電話のカバー・ケースを入手した。この図形は，異議の申し立てられた図形と
は，全体的に異なっている。
JULIEN社は，猫の図案化された図形の表現が全く独創性を喪失していた，ま
た，さらに商品そのものを象徴すると主張して，申し立てられた商標の部分的な無
効を主張する。
補充的に，この答弁者は，２つの図形は全く別異であるので，商標権侵害は存在
しないと主張する。いずれにせよ，JULIEN社は，SILLY社に求償を求め，かつ，
新民事訴訟法典第７００条を適用して，１万フランの支払を求める。
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TAI 社は，答弁する。
異議の申し立てられた共同体法上の商標権に関する SANRIOの権利は，提出さ
れた書類からは判然としない。
SANRIO GmbHが保有する商品供給契約は，商標登録簿には記載されていな
い。また，フランスにおける SANRIO商品の供給は，奇妙でありかつ最近のもの
であるように思われる。
TAI 社は，その重要な活動がビデオやレーザー・デスクの貸付，ビデオ・ゲー
ム，ハイファイや情報素材の輸入であるので，極めて最近に問題となっている商品
を取り引きしたにすぎない。
また，TAI 社は，真正商品であると信じていた。
原告により主張された損害は，侵害の制限的性質を考慮すると非常に軽微であ
る。
TAI 社は，本件商品を善意で PIU社に売却した。
TAI 社は，請求棄却を求めながら，SANRIOに対して，商標権の侵害が申し立
てられた商品に輸入日，すなわち２０００年１月２０日における保護された物品のフラン
スにおける商取引を正当化するように命ずることを裁判所に請求した。
この被告は，同様に，供給者であるTREASURE社に求償を求めた。
７ 本件について
正規に召喚されたTREASURE社と SILLY社は，弁護士を選任しなかったの
で，本判決は対審であるとみなされる。
８ 原告らの権利について
照応する登記事項証明書の提出により，日本法上の会社である SANRIOは，国
際分類第１６類の，以下に掲げる商品を指定するために，１９８４年９月１９日に出願し，
№１２８４３０９で登録され，１９９４年７月２８日に更新された半図形のHELLO KITTYの
フランス法上の商標権：
すなわち，紙，ボール紙および他の類に含まれないこれらの素材で作られた印刷
商品，特に書籍，カタログ，冊子，ちらし，新聞ならびに定期刊行物，装丁用品，
写真，文房具または家事用粘着テープ（糊付けの物品）；芸術家用の物品，絵筆，
タイプライターおよび事務用物品（家具を除く）；教育または訓練用物品，包装用
プラスチック製品（他の類に含まれるものを除く）；トランプカード，印刷用の活
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字；写真のネガ，
国際分類第３，５，８，９，１１，１４，１５，１６，１８，２０，２１，２４，２６，２７，２８なら
びに３０類の様々な商品を指定するために，１９９６年４月１日に出願し，EM№１０３７２１
で登録された半図形のHELLO KITTYの共同体商標権：
の権利保有者であることを正当化する。
これら２つの商標権は，「HELLO KITTY」の呼称と図案化された猫の図形によ
り構成されている。
SANRIO GmbHは，SANRIOの１００％の子会社であること，またHELLO KITTY
の商標のある商品をフランス国内で販売する義務があることを正当化する。
SANRIO GmbHは，１９９９年６月１日の契約により，ATALANTE社にフランス
領土上でこの販売について同社を代理する権利を与えた。
知的財産権法典 L７１６－５条を適用して，フランス法上の商標権の専用使用権者
が侵害を理由として訴えを提起することができるとして，この使用許諾が商標権の
当該国家の登記簿上に登記されているときにのみ，この権利は行使されうる。それ
ゆえに，SANRIOは，民法第１３８２条に基づいて認められた侵害行為から生ずる損
害の賠償をうけるためにだけ本訴訟に参加することが受理されうる。
上記の規定の第２２条と第２３条の結合により，同一の解決が共同体商標権について
も適用されうる。SANRIO GmbHは，民法第１３８２条に基づいて認められた侵害行
為の賠償をうるためにだけ，本訴訟に参加することが受理されうる。
９ 無効異議の申し立てられた商標の有効性
BURUNOIS 社は，知的財産権法典Ｌ７１１－２Ｃを適用して，フランス法上の商標
の無効を求めた。
しかしながら，問題とされる当該商標権の申請日である，１９８４年９月１９日を考慮
するに，その識別力を評価するために適用されるのは，１９６１年１２月３１日のロアの第
３条である。
この規定は，以下のように定める：
「商品または役務の必要的かつ属性の指定から専ら構成されるもの，もしくは，
商品もしくは役務の本質的な性質，または，商品の組成を示す用語により専ら組成
されるもののように公衆を騙しうる表示から組成された物は商標として考えられな
い。」
この法文から，ある商標の識別力は，その登録の対象とされている商品または役
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務に関して評価されるということになる。
ところで，フランス法上の商標の対象とされてい
る紙，ボール紙……，いかなる商品も，一匹の猫で
ない。それゆえ，「図案化された一匹の猫の通例か
つ日常的な」図案は，全く商品を指定するために任
意であるように思われる。
１０ 共同体法上の商標について
１９９３年１２月２０日のヨーロッパ共同体規則第９６条を適用して，共同体法上の商標の
無効請求は，この規則により規定された理由に基づくことができる。
これらの条件において，知的財産法典Ｌ７１１－２条に基づく，HELLO KITTYの
共同体法上の商標の無効請求は，理由がない。前記規則第５１条と第７条を適用し
て，商品により，または，商品に実質的な価値を与える形態により必要となる形態
により専ら構成される標章を使用する商標は無効とされうる。本件では，商標は，
HELLO KITTYの呼称の上に再現されたフランス法上の商標である図案化された
猫と同一の１匹の猫の頭部の図形により構成されている。
この商標により指定されたいかなる商品も，１匹の猫でない。また，この商標
は，それを指定するために任意的であるがゆえに，識別力（機能）を有する。
１１ 侵害について
以上の事実に基づき：
２０００年７月４日付けのカブール（CABOUR）執行吏の調書から，以下の事実が
明らかとなる。
PIU社は，図案化された小さな猫を再現する時計，目覚時計，扇子，小銭入れ，
ものさしを販売に供し，また，販売した。
PIU社は，２０００年４月２２日と６月１０日の送り状によれば，総額６，６１６フランで，
TAI 社からこれらの商品を入手した。
２０００年９月６日付けのアヴァル（AVALLE）執行吏の偽造物差押調書から，以
下のことが明らかとなる。
TAI 社は，図案化された１匹の猫を再現する子供用の袋，鍵袋，ぬいぐるみ，
プラスチックのものさし，CDのケース，消しゴム，計算機器，小像，水筒，子供
用ティーポット，固形石鹸入れ，おもちゃの家具，時計，小銭入れを販売に供し，
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また，販売した。
TAI 社は，香港に本拠を有するTREASURE社から，これらの商品を購入した。
２０００年９月２０日付けのアヴァル執行吏の調書からは，
JULIEN社は，図案化された猫の形態の付いた携帯電話のカバーを販売に供し，
また，販売した。
JULIEN社は，２０００年６月５日付け送り状によれば，オランダ法上の会社である
SILLY社から，これらの商品を２４個購入した。
裁判所は，以下のように認定する。
PIU社は，BRUNOIS 社から，同様に商品を購入したと主張した。しかしなが
ら，購入されたプラスチック製の小さな椅子，箱およびコップが執行吏により立証
されず，また，入手されなかったので，いかなる証憑書類（送り状または引渡証券）
もこの主張を立証するために提出されなかった。
１２ 適用法について
HELLO KITTYの呼称が再現されていないので，非難されたいかなる再生物も
登録された標章と同一の再生を構成するものでない。それに反して，指定された商
品は，問題となっている登録の対象とされている商品と同一であり，また，少なく
とも類似している。
また，フランス法上の商標が問題となっているので，知的財産権法典 L７１３－３
条によるべきである。
同規定は，以下のように定める。
「権利者からの許諾がなければ，公衆の精神に混同の危険が生ずるときには，登
録において指定された商品と同一または類似の商品または役務について商標の模倣
と模倣された商標の使用は，禁止される。」
共同体法上の商標が問題となるので，前記の共同体規則第９条によるべきであ
る。同条は，以下のとおり定める。
「（ある共同体商標の）権利者は，その同意がない場合には，すべての第三者に
共同体法商標との同一性もしくはその類似性を理由に，また，共同体商標と標章に
より保護される商品または役務の同一性または類似性を理由に，公衆の精神に混同
の危険が存在し，混同の危険が標章と商標間の一体化の危険を含むある標章の，取
引社会において使用させることを禁ずる権限を有する。」
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１３ 事実の性質決定について
PIU社とTAI 社により販売に供され，また，売却された商品が問題となってい
る。
裁判所は，以下のように認定する。
上述したように，指定された商品は，その性質上同一であり，または，少なくと
も類似している。再生産された商品の全体には，その線が特徴的である。問題と
なっている２つの商標の図案化された猫の頭を再現する。
すなわち，２つの小さな耳とひげを想起させる各側の３本の線，左の耳の前にあ
る小さなリボン，黒い卵形の点で構成された２つの目，ならびに，小さな卵形の口
のある大きな輪郭の丸い顔。この顔に非常に強い識別力を確保する特徴的な線。
HELLO KITTYの呼称が送り状に示されたので，当事者自ら，それらの物品は
商標を再現していると認識していた。
それゆえ，弁論において提出された新聞の記事によれば，子供，思春期前の子
供，若い女性のために SANRIOにより通常は供給されたアイディア商品である物
品上でのこの頭部の再現に鑑みて，一体の危険を含む混同の危険は，確かに存在す
る。
これらの条件の下で，PIU社，TAI 社に侵害する商品の販売のための提供と販
売につき，また，TREASURE社にそれらの商品の輸入につき，侵害行為が構成さ
れる。
JULIEN社による販売のために提供された，また，販売された携帯電話のケース
について：
問題となっている携帯電話のケースは，その頭部が図案化された織物でできた１
匹の猫の体により構成されている。
問題となっている頭部の素描が問題となっている商標と同一でないとしても，頭
部は商標の特徴的諸要素，すなわち，２つの小さな耳，各面のひげを装う３本の
線，黒い卵形の目，卵形の口ならびに左側の耳の前に飾り物のある１つの大きな頭
を再現する。
一体化の危険を包含する SANRIOの商標との混同の危険は，指定された商品の
標章のこの模倣と類似性の事実から，確かである。
この混同は，さらに JULIEN社により求められた。なぜなら，JULIEN社は，１９９９
年９月まで，JULIEN社が SANRIOから商品の供給を受けているので，また，JU-
LIEN社は，SILLY社に転じて，このタイプの商品を入手しているからである。
140 専修ロージャーナル 創刊号２００６．２
これらの条件の下で，侵害商品を販売に供しまた販売した JULIEN社に，また，
それらを輸入した SILLY社に侵害行為が構成される。
１４ 不正競争について
不正競争に基づく請求の基礎をなす事実は，侵害行為であると主張された事実と
別異ではないので，SANRIO GmbHについて侵害行為が生ずる損害が民法第１３８２
条に基づいて賠償されることが明確にされたので，不正競争に基づく請求は，却下
される。
１５ 回復の方法について
提出された要素および弁論に鑑み，また，鑑定措置を求めるまでもなく，立証さ
れた事実に対する送り状が報告されているので，裁判所は，このように構成された
２つの商標権への侵害が SANRIOへの支払によりまさしく賠償されるであろうと
思料する。
TAI 社，TREASURE社ならびに PIU社により連帯して負担される２２，０００ユー
ロの賠償金，ただし PIU社は１，５００ユーロを上限とする。
SILLY社と JULIEN社により連帯して負担される７，６００ユーロの賠償金
ATALANTE社と１９９９年６月１日付けで締結された契約から，SANRIO GmbH
が，特に，パリの百貨店にHELLO KITTYの商品を配給すること，また，侵害を
なす商品が，そのカタログの中に現れることが明らかになる。それゆえ，侵害商品
の販売は，SANRIO GmbHに，これらの販売の利益の喪失により構成される取引
上の侵害を引き起こした。裁判所は，問題となっている送り状に鑑みて，損失額を
PIU社とTAI 社の商品として２２，０００ユーロの金額を，SILLY社と JULIEN社の商
品として１２０ユーロの金額と評価する。
損害賠償と利息分として，本判決の主文の公表が，以下に明示する条件の下で許
容される。
さらに，衡平は，新民事訴訟法典第７００条を適用して，３，０００ユーロを原告らに支
払うことを命ずる。
侵害行為を終了させる緊急性に鑑み，本判決の仮執行には理由がある。
１６ 他の請求について
TAI 社は，TREASURE社に対して保証のための呼出を送達したが，出廷して
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おらず，この訴訟は受理されえない。
JULIEN社のその供給者に対する保証のための呼出は，共同行為者間の求償訴訟
として理解されなければならないので，責任の分担は，以下のように設定される。
SILLY社は５０％，そして，SILLY社が入手した携帯電話のケースは侵害商品であっ
たことをSANRIOの商品の職業上また古い顧客として無視できなかったBRUNOIS
社に５０％。
被告ら会社は，敗訴したので，新民事訴訟法典第７００条に規定された利益を受け
ることには理由がない。
これらの理由により，公開で，第１審として，対審とみなされる判決により，裁
判所は，以下のように判決する。
２０００年７月４日と２０００年９月６日の調書によれば，TREASURE社は輸入するこ
とにより，PIU社とTAI 社は SANRIOの許可を得ることなく，前述の商標を模倣
することにより様々な商品を販売に供し，また，販売することにより SANRIOを
害して商標権の侵害行為をなし，また，SANRIO GmbHを害して不正競争行為を
なした。
SILLY社は，SANRIOの許可をうることなく前述の商標を模倣して２，０００個の携
帯電話のケースを販売に供し，また，販売したので，SANRIOを害して商標権の
侵害行為をなし，また，SANRIO GmbHを害して不正競争行為をなした。
本判決の送達後に輸入され，販売に供され，また，販売された商品によって１５０
ユーロの罰金強制の下で，これらの不法行為の続行を禁止する。
原告ら会社により予め選任された執行吏の掌中に，被告ら会社の下に依然として
存在する侵害商品の，被告らが連帯して負担すべき費用で，廃棄のための没収と引
渡を命ずる。また，本判決の送達後，１ヶ月の期間の徒過後１日の遅延につき，各
自１５０ユーロの罰金強制の下で，TAI 社，TREASURE社ならびに PIU社に連帯し
て命ずる。
PIU社に対しては，SANRIOに，その商標権侵害として，２２，０００ユーロの損害
賠償の内，１，５００ユーロを上限として支払うこと。
PIU社に対しては，SANRIO GmbHに対して，その取引上の侵害として，２２，０００
ユーロの損害賠償の内，１，５００ユーロを上限として支払うこと。
SILLY社と JULIEN社に対しては，侵害行為の賠償として，SANRIOに，連帯
して，７，６００ユーロ，SANRIO GmbHに対して，連帯して，１２０ユーロを支払うよ
う命ずる。
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JULIEN社は，命ぜられた金額の５０％を上限として SILLY社により保証される
ことを命ずる。
損害賠償と追加的な利息として，総額９，０００ユーロの範囲内で，原告らの選択に
より，３つの新聞または雑誌に本判決の主文の公表を許可する。これらの総額は，
被告らの全員が連帯して負担するものとする。
仮執行を命ずる。
当事者のその余の請求を棄却する。
新民事訴訟法典第７００条を適用して，被告らに対して３，０００ユーロの金額を原告の
各会社に支払うよう命ずる。
公表，廃棄，賠償の費用の支払いを命ずる判決と費用の最終的な負担割合は，PIU
社５％（上限５％），JULIEN 社１０％，SILLY 社１０％，TAI 社４０％，TREASURE
社４０％であると命ずる。
事前にその提供を受けることなく LESAGE-CASTEL弁護士が前払いした訴訟費
用については，新民事訴訟法典第６９９条を適用する。
２００２年３月５日 パリ大審裁判所 裁判長 署名
書記官 署名
Ⅲ 知的財産権保護のための EUの動向
ここに訳出したパリ大審裁判所の判決は，特段，新しい法的判断をなし，措置を
講ずるものでない。商標権侵害に基づく不法行為と不正競争行為につき原告に損害
賠償を認め，罰金強制の下で，これらの不法行為の続行を禁止し，侵害商品の廃棄
のための没収と引渡を命じ，さらに，本判決の公表を認めるものである。
しかし，冒頭にも指摘したように，侵害行為をなすものは，侵害行為後も別法人
を設立したり，利用したりして，容易に侵害行為を継続することが可能である。こ
のような事態を放置するならば，知的財産権の保護の実効性が確保されえないこと
はかねてより指摘されてきた。
１９９８年１０月２２日にヨーロッパ理事会が採択した，「単一市場における侵害行為と
海賊行為の問題の対処に関するグリーンペーパー」は，その顕著な端緒である。か
ねてより，知的財産権に関する発意は，商標権などに関する国内立法を統一・調和
すること，共同体商標などに共同体レヴェルでの権利を創設することに焦点が置か
れてきた。すなわち，EUでは，知的財産権に対する侵害行為や海賊行為が域内に
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おける取引活動や競争を歪曲し，多大な損失をもたらすのみならず，知的財産権に
実効的な保護を提供することの公的な機関の能力への不信を招き，投資の減少をも
たらすので，単一市場の適切な機能への有害性が指摘されてきた。そこで，関係す
る投資家，生産業者また消費者の全てが，それらの者の活動とその購入物の品質に
つき単一市場が完全な環境であることの保証が求められてきたのである。
このグリーンペーパーは，２つのことを目的としている。第１に，単一市場にお
ける侵害行為と海賊の規模と経済的な影響を正確に評価することであり，第２に，
知的財産権に関する立法の実効性を評価することであった。そして，その具体的な
内容としては，①私的団体による監視を補助すること，②安全性の法的保護と真正
性を確保するための手段，③知的財産権を執行する手段の評価，④関連する国内諸
機関の間の適切な行政的な協同を確立すること，⑤関係当事者への諮問，である。
その後，１９９９年３月３日に，ミュンヘンで侵害行為と海賊行為に対するヒヤリン
グが行われ，１９９９年６月２１日には理事会のグリーンペーパーに対する回答への報告
書が作成される。そして，２００３年１月３０日付けで，理事会は，侵害行為と海賊行為
に対する戦いを強化するための指令を提案するに至るのである。
このペーパーに盛り込まれた，単一市場の成功を収めるための必須の要素が知的
財産権の保護であるとの認識から採択されたのが，２００４年４月２９日付の『知的財産
権の履行に関する欧州議会とEU理事会の２００４／４８／EC指令』（Directive 2004/48
/EC of the European Parliament and of the Council on the enforcement of intellec-
tual property right）である。
本指令では，まえがきに続いて，第１章（適用の目的と範囲），第１条（目的），
第２条（範囲）［この範囲については，２００５／２９５／CEにより，２００４／４８／EC指
令が適用される権利が列挙された］，第２章（措置，手続と損害賠償）第１節（一
般規定），第３条（一般的な義務），第４条（措置，手続と損害賠償の適用を請求す
る資格を有する者），第５条（著作権者または権利保有者），第２節（証拠），第６
条（証拠方法），第７条（証拠保全措置），第３節（情報への権利），第８条（情報
への権利），第４節（仮の処分または保全措置），第９条（仮の処分または保全措
置），第５節（本案判決から生ずる措置），第１０条（矯正措置），第１１条（差止命令），
第１２条（代替措置），第６節（損害賠償と訴訟費用），第１３条（損害賠償），第１４条
（訴訟費用），第７節（公表の措置），第１５条（判決の公表），第３章（加盟国より
適用される制裁），第１６条（加盟国より適用される制裁），第４章（行為に関する法
典と行政上の協力），第１７条（行為に関する法典），第１８条（評価），第１９条（情報
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交換と通信），第５章（最終規定），第２０条（経過規定），第２１条（施行日），第２２条
（名宛人）の構成から成っている。
しかるに，EUにおける知的財産権保護の履行確保のための歩みは，さらに進捗
している。すなわち，まず，２００５年２月２４日EU理事会は，「知的財産権犯罪と戦
うための刑事法の骨組みを強化するための理事会骨組み決定」を求める提案（SEC
（２００５）８４８），そして，「知的財産権の履行を確保することを目的とする刑事上の
措置に関する欧州議会とEU理事会の指令」を求める提案が２００５年７月１２日のEU
評議会になされた（COM（２００５）２７６ Final ; Brussel，１２，７，２００５）。
「知的財産に関する先端的映像教材の開発」のプロジェクトの一環として，筆者
は，ストラスブールで２００５年１０月２４日から２７日まで開催されたEU議会を傍聴する
機会を得た。EUにおいては，INTERNAL MARKET（単一市場）の涵養，持続
そして発展に不可欠な知的財産権の履行確保のために統一の刑事罰を課することな
どを目的とした先の提案は，最終草案アジェダ（Final Draft Agenda）として上程
されなかった。時期尚早ということであろうか。
議会を訪問した折りに，２名の議員と面談する機会を得た。その内の１名は，ド
イツのキリスト教民主同盟のメンバーであり，EDD-EDグループに属するアンジェ
リカ・ニーブラー（Angelika Niebler）議員である。今回の調査に同行した本学法
学部中西優美子助教授，パリ在住の弁理士内田謙二氏からの同氏に対する質問に対
して，同議員は，この提案が小委員会に付託されていると答えていた。加盟諸国の
刑事法に係わる重要案件ではあるが，近い将来，EU議会で採否がなされるであろ
う。
２００５年４月５日，本法務研究科で国際法を担当されていた木村實教授が逝去され
た。本格的な論攷をもって追悼の意を表すべきところ，このような雑文をもって弔
意を示すことをお許し願いたい。合掌
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